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(57)【要約】
【課題】開閉部境界（電極間領域）における光漏れを低
減することが可能な液晶バリア装置および立体表示装置
を提供する。
【解決手段】液晶バリア３０は、液晶素子を用いて構成
され、各々が光バリア面（Ｘ－Ｙ平面）内で所定方向に
沿って延在する複数の開閉部３１，３２を備えている。
この液晶素子における液晶分子３５０の電圧無印加状態
での配向方向と、各開閉部３１，３２の延在方向（Ｙ軸
方向）とが、光バリア面内で互いに異なっている。開閉
部３１，３２同士の境界領域（開閉部境界（電極間領域
）３３）において、電圧印加時に液晶分子３５０の配向
方向が変動しにくくなり、液晶バリア３０におけるコン
トラストが向上する。
【選択図】図７
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表示部と、液晶バリア部とを備え、
　前記液晶バリア部は、液晶素子を用いて構成され、各々が光バリア面内で所定方向に沿
って延在する複数の開閉部を有し、
　前記液晶素子における液晶分子の電圧無印加状態での配向方向と、各開閉部の延在方向
とが、前記光バリア面内で互いに異なっている
　立体表示装置。
【請求項２】
　前記配向方向と前記延在方向とが、前記光バリア面内において互いに略直交している
　請求項１に記載の立体表示装置。
【請求項３】
　前記延在方向が、前記表示部における水平ライン方向および垂直ライン方向のいずれと
も異なる斜め方向となっている
　請求項１または請求項２に記載の立体表示装置。
【請求項４】
　前記液晶分子がＴＮ（Twisted Nematic）配向となっており、
　前記垂直ライン方向を基準として前記斜め方向がなす角度方向と、光出射側から見たと
きの前記液晶分子のねじれ方向とが、互いに同じ向きとなっている
　請求項３に記載の立体表示装置。
【請求項５】
　前記配向方向が、前記水平ライン方向または前記垂直ライン方向と略同一である
　請求項３に記載の立体表示装置。
【請求項６】
　前記延在方向が、前記表示部における垂直ライン方向と略同一である
　請求項１または請求項２に記載の立体表示装置。
【請求項７】
　前記表示部が液晶表示部である
　請求項１または請求項２に記載の立体表示装置。
【請求項８】
　前記液晶素子は、
　一対の基板と、
　前記一対の基板間に設けられ、前記液晶分子を含む液晶層と、
　前記一対の基板の一方における前記液晶層側に設けられた共通電極と、
　前記一対の基板の他方における前記液晶層側に設けられ、前記複数の開閉部を構成する
複数の電極と
　を有し、
　前記配向方向は、前記液晶分子における前記複数の電極側の配向方向である
　請求項１または請求項２に記載の立体表示装置。
【請求項９】
　液晶素子を用いて構成され、各々が光バリア面内で所定方向に沿って延在する複数の開
閉部を備え、
　前記液晶素子における液晶分子の電圧無印加状態での配向方向と、各開閉部の延在方向
とが、前記光バリア面内で互いに異なっている
　液晶バリア装置。
【請求項１０】
　表示部と、液晶バリア部とを備え、
　前記液晶バリア部は、
　一対の基板と、
　前記一対の基板間に設けられ、液晶分子を含む液晶層と、
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　前記一対の基板の一方における前記液晶層側に設けられた共通電極と、
　前記一対の基板の他方における前記液晶層側に設けられ、各々が所定方向に沿って延在
する複数の電極と
　を有し、
　前記液晶分子の電圧無印加状態での配向方向と、各電極の延在方向とが、基板面内で互
いに異なっている
　立体表示装置。
【請求項１１】
　一対の基板と、
　前記一対の基板間に設けられ、液晶分子を含む液晶層と、
　前記一対の基板の一方における前記液晶層側に設けられた共通電極と、
　前記一対の基板の他方における前記液晶層側に設けられ、各々が所定方向に沿って延在
する複数の電極と
　を備え、
　前記液晶分子の電圧無印加状態での配向方向と、各電極の延在方向とが、基板面内で互
いに異なっている
　液晶バリア装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、視差バリア（パララックスバリア）方式により立体視表示を行う立体表示装
置、およびそのような立体表示装置に用いられる液晶バリア装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、立体視表示を実現できる表示装置（立体表示装置）が注目を集めている。立体視
表示は、互いに視差がある（視点が異なる）左眼用映像と右眼用映像とを表示するもので
あり、観察者が左右の目でそれぞれを見ることにより奥行きのある立体的な映像として認
識することができる。また、互いに視差が異なる３種類以上の映像を表示することにより
、観察者に対してより自然な立体映像を提供することが可能な表示装置も開発されている
。
【０００３】
　このような立体表示装置は、専用の眼鏡が必要なものと、不要なものとに大別されるが
、観察者にとっては専用の眼鏡は煩わしく感じるものであり、専用の眼鏡が不要なものが
望まれている。専用の眼鏡が不要な表示装置としては、例えば、レンチキュラーレンズ方
式や、視差バリア方式（例えば、特許文献１参照）などがある。これらの方式では、互い
に視差がある複数種類の映像（視点映像）を同時に表示し、表示装置と観察者の視点との
相対的な位置関係（角度）によって見える映像が異なるようになっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００９－１０４１０５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、一般に、視差バリア方式における光バリアは、液晶により構成されることが
多い（液晶バリア）。この液晶バリア（液晶バリア装置）では、印加される電圧に応じて
液晶分子が回転し、その部分の屈折率が変化することによって光変調が生じ、その結果、
光の透過および遮断が制御されるようになっている。
【０００６】
　このような液晶バリアには、上記した光の透過および遮断の制御を行う複数の開閉部が
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設けられている。ここで、各開閉部には、そのような制御を行うための電極が個別に設け
られており、電極同士は電気的に絶縁されるように互いに離間して配置されている。した
がって、隣接する開閉部間には、そのような電極が設けられていない境界領域（開閉部境
界，電極間領域）が存在することになる。
【０００７】
　ところが、この開閉部境界では、液晶分子に対して電圧を印加したときに斜め電界が発
生すること等に起因して、この境界領域から光漏れ（光抜け）が生じてしまうという問題
があった。このような光漏れが生じると、黒表示時の輝度が上昇してしまうことから、表
示の際のコントラストが低下し、画質が劣化してしまうことになる。
【０００８】
　本発明はかかる問題点に鑑みてなされたもので、その目的は、開閉部境界（電極間領域
）における光漏れを低減することが可能な液晶バリア装置、およびそのような液晶バリア
装置を用いた立体表示装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の第１の立体表示装置は、表示部と、液晶バリア部とを備えたものである。この
液晶バリア部は、液晶素子を用いて構成され、各々が光バリア面内で所定方向に沿って延
在する複数の開閉部を有している。液晶素子における液晶分子の電圧無印加状態での配向
方向と、各開閉部の延在方向とは、光バリア面内で互いに異なっている。
【００１０】
　本発明の第１の液晶バリア装置は、液晶素子を用いて構成され、各々が光バリア面内で
所定方向に沿って延在する複数の開閉部を備えたものである。液晶素子における液晶分子
の電圧無印加状態での配向方向と、各開閉部の延在方向とは、光バリア面内で互いに異な
っている。
【００１１】
　本発明の第１の立体表示装置および第１の液晶バリア装置では、液晶素子における液晶
分子の電圧無印加状態での配向方向と各開閉部の延在方向とが、光バリア面内で互いに異
なっている。これにより、開閉部同士の境界領域（開閉部境界）において、電圧印加時に
斜め電界が発生したときに、液晶分子の配向方向が変動しにくくなる。
【００１２】
　本発明の第２の立体表示装置は、表示部と、液晶バリア部とを備えたものである。この
液晶バリア部は、一対の基板と、これらの一対の基板間に設けられ、液晶分子を含む液晶
層と、一対の基板の一方における液晶層側に設けられた共通電極と、一対の基板の他方に
おける液晶層側に設けられ、各々が所定方向に沿って延在する複数の電極とを有している
。液晶分子の電圧無印加状態での配向方向と各電極の延在方向とは、基板面内で互いに異
なっている。
【００１３】
　本発明の第２の液晶バリア装置は、一対の基板と、これらの一対の基板間に設けられ、
液晶分子を含む液晶層と、一対の基板の一方における液晶層側に設けられた共通電極と、
一対の基板の他方における液晶層側に設けられ、各々が所定方向に沿って延在する複数の
電極とを備えたものである。液晶分子の電圧無印加状態での配向方向と各電極の延在方向
とは、基板面内で互いに異なっている。
【００１４】
　本発明の第２の立体表示装置および第２の液晶バリア装置では、液晶層における液晶分
子の電圧無印加状態での配向方向と各電極の延在方向とが、基板面内で互いに異なってい
る。これにより、複数の電極同士の境界領域（電極間領域）において、電圧印加時に斜め
電界が発生したときに、液晶分子の配向方向が変動しにくくなる。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の第１の立体表示装置および第１の液晶バリア装置によれば、液晶素子における
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液晶分子の電圧無印加状態での配向方向と各開閉部の延在方向とが、光バリア面内で互い
に異なっているようにしたので、開閉部境界において、電圧印加時に液晶分子の配向方向
を変動しにくくすることができる。よって、開閉部境界における光漏れを低減することが
可能となり、表示の際のコントラストを向上させて高画質化を図ることが可能となる。
【００１６】
　本発明の第２の立体表示装置および第２の液晶バリア装置によれば、液晶層における液
晶分子の電圧無印加状態での配向方向と各電極の延在方向とが、基板面内で互いに異なっ
ているようにしたので、電極間領域において、電圧印加時に液晶分子の配向方向を変動し
にくくすることができる。よって、電極間領域における光漏れを低減することが可能とな
り、表示の際のコントラストを向上させて高画質化を図ることが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の第１の実施の形態に係る立体表示装置の全体構成例を表すブロック図で
ある。
【図２】図１に示した立体表示装置の全体構成例を表す分解斜視図および側面図である。
【図３】図１に示した表示部および表示駆動部の詳細構成例を表すブロック図である。
【図４】図３に示した画素の詳細構成例を表す回路図である。
【図５】図１に示した液晶バリアの詳細構成例を表す平面図および断面図である。
【図６】図５に示した液晶バリアの立体視表示時の動作状態例を表す平面図である。
【図７】図５に示した液晶バリアにおける透明電極の配列方向と液晶分子の配向方向との
関係を比較例と対比して説明するための模式図である。
【図８】図２に示した立体表示装置の表示動作について説明するための模式図である。
【図９】図２に示した立体表示装置における立体視表示動作について説明するための模式
図である。
【図１０】液晶バリアにおける液晶分子の配向方向と光漏れとの関係の一例について説明
するための図である。
【図１１】液晶バリアにおける液晶分子の配向方向と光漏れとの関係の他の例について説
明するための図である。
【図１２】表示部および液晶バリアにおける各偏光板の偏光透過軸および吸収軸の配置例
を表す分解斜視図である。
【図１３】第２の実施の形態に係る立体表示装置における液晶バリアの構成例を表す平面
図である。
【図１４】図１３に示した液晶バリアにおける開閉部の構成例を表示部における画素構造
例とともに表わす平面図である。
【図１５】図１３に示した液晶バリアにおける透明電極の配列方向と液晶分子の配向方向
との関係について説明するための模式図である。
【図１６】液晶分子の右ねじれ動作および左ねじれ動作について説明するための模式図で
ある。
【図１７】液晶バリアにおける液晶分子の配向方向と画面内の各位置における透過率との
関係の一例を表す図である。
【図１８】液晶バリアにおける液晶分子の配向方向と光漏れ量との関係の一例を表す図で
ある。
【図１９】液晶バリアにおける液晶分子の配向方向と光漏れ量との関係の他の例を表す図
である。
【図２０】変形例に係る立体表示装置の全体構成例を表す分解斜視図および側面図である
。
【図２１】図２０に示した立体表示装置における立体視表示動作について説明するための
模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
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　以下、本発明の実施の形態について、図面を参照して詳細に説明する。なお、説明は以
下の順序で行う。

１．第１の実施の形態（液晶バリアの各開閉部を垂直ライン方向に沿って延在させた例）
２．第２の実施の形態（液晶バリアの各開閉部を斜め方向に沿って延在させた例）
３．変形例（液晶バリアがバックライトと表示部との間に配置されている例）
【００１９】
＜第１の実施の形態＞
［立体表示装置１の全体構成］
　図１は、本発明の第１の実施の形態に係る立体表示装置（立体表示装置１）の全体構成
をブロック図で表わしたものである。また、図２は、この立体表示装置１の全体構成を、
分解斜視図（図２（Ａ））および側面図（Ｙ－Ｚ側面図：図２（Ｂ））でそれぞれ表わし
たものである。立体表示装置１は、外部から入力される映像信号Ｓinに基づいて、視差バ
リア方式により立体視表示（３次元表示）を行うことが可能な表示装置である。
【００２０】
　立体表示装置１は、図１に示したように、バックライト１０、表示部２０、液晶バリア
３０（液晶バリア装置）、制御部４０、バックライト駆動部４１、表示駆動部４２および
バリア駆動部４３を備えている。また、図２（Ａ），（Ｂ）に示したように、この立体表
示装置１では、Ｚ軸方向に沿って、バックライト１０、表示部２０および液晶バリア３０
がこの順に配置されている。つまり、バックライト１０から射出した光は、表示部２０お
よび液晶バリア３０をこの順に介して、観察者に届くようになっている。
【００２１】
　制御部４０は、上記した映像信号Ｓinに基づいて、バックライト駆動部４１、表示駆動
部４２およびバリア駆動部４３に対する制御命令をそれぞれ生成して供給し、これらが互
いに同期して動作するように制御するものである。具体的には、制御部４０は、バックラ
イト駆動部４１に対してバックライト制御命令を供給し、表示駆動部４２に対して映像信
号Ｓinに基づく映像信号Ｓ０を供給し、バリア駆動部４３に対してバリア制御命令を供給
する。ここで、映像信号Ｓ０は、立体表示装置１が立体視表示を行う場合には、例えば後
述するように、複数種類の視点映像を含む映像信号から構成されるようになっている。
【００２２】
（バックライト１０およびバックライト駆動部４１）
　バックライト１０は、表示部２０に対して光を射出する光源部であり、例えば、冷陰極
管（ＣＣＦＬ；Cold Cathode Fluorescent Lamp）や、発光ダイオード（ＬＥＤ；Light E
mitting Diode）などの発光素子を用いて構成されている。
【００２３】
　バックライト駆動部４１は、制御部４０から供給されるバックライト制御命令に基づい
て、バックライト１０を駆動（発光駆動）するものである。
【００２４】
（表示部２０および表示駆動部４２）
　表示部２０は、後述する表示駆動部４２から供給される表示制御信号に基づいて、バッ
クライト１０から射出した光を変調することにより、上記した映像信号Ｓ０に基づく映像
表示を行う液晶表示部である。この表示部２０は、詳細は後述するが、複数種類の視点映
像を、少なくとも空間的に分割して（ここでは、空間的および時間的に分割して）表示す
ることが可能となっている。表示部２０は、図３に示したように、全体としてマトリクス
状に配列された複数の画素Ｐｉｘを有している。すなわち、複数の画素Ｐｉｘは、表示部
２０内において、水平ライン方向（ここではＸ軸方向）および垂直ライン方向（ここでは
Ｙ軸方向）の各々に沿って配設されている。
【００２５】
　図４は、各画素Ｐｉｘの回路構成例を表したものである。各画素Ｐｉｘは、液晶素子Ｌ
Ｃ、ＴＦＴ（Thin Film Transistor）素子Ｔｒおよび補助容量素子Ｃを有している。各画
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素Ｐｉｘには、駆動対象の画素を線順次で選択するためのゲート線Ｇと、駆動対象の画素
に対して画素信号（後述するデータドライバ４２３から供給される画素信号）を供給する
ためのデータ線Ｄと、補助容量線Ｃｓとが接続されている。
【００２６】
　液晶素子ＬＣは、データ線ＤからＴＦＴ素子Ｔｒを介して一端に供給される画素信号に
応じて、表示動作を行うものである。この液晶素子ＬＣは、例えばＶＡ（Vertical Align
ment）モードやＴＮ（Twisted Nematic）モードの液晶よりなる液晶層（図示せず）を、
一対の電極（図示せず）で挟み込んだものである。液晶素子ＬＣにおける一対の電極のう
ちの一方（一端）は、ＴＦＴ素子Ｔｒのドレインおよび補助容量素子Ｃの一端に接続され
、他方（他端）は接地されている。補助容量素子Ｃは、液晶素子ＬＣの蓄積電荷を安定化
させるための容量素子である。この補助容量素子Ｃの一端は、液晶素子ＬＣの一端および
ＴＦＴ素子Ｔｒのドレインに接続され、他端は補助容量線Ｃｓに接続されている。ＴＦＴ
素子Ｔｒは、液晶素子ＬＣおよび補助容量素子Ｃの一端同士に対し、映像信号Ｓ０に基づ
く画素信号を供給するためのスイッチング素子であり、ＭＯＳ－ＦＥＴ（Metal Oxide Se
miconductor－Field Effect Transistor）により構成されている。このＴＦＴ素子Ｔｒの
ゲートはゲート線Ｇ、ソースはデータ線Ｄにそれぞれ接続されると共に、ドレインは液晶
素子ＬＣおよび補助容量素子Ｃの一端同士に接続されている。
【００２７】
　表示駆動部４２は、制御部４０から供給される映像信号Ｓ０に基づいて表示部２０を駆
動（表示駆動）するものであり、図３に示したように、タイミング制御部４２１、ゲート
ドライバ４２２およびデータドライバ４２３を有している。
【００２８】
　タイミング制御部４２１は、ゲートドライバ４２２およびデータドライバ４２３の駆動
タイミングを制御すると共に、制御部４０から供給された映像信号Ｓ０を映像信号Ｓ１と
してデータドライバ４２３へ供給するものである。
【００２９】
　ゲートドライバ４２２は、タイミング制御部４２１によるタイミング制御に従って、表
示部２０内の画素Ｐｉｘを水平ライン（行）ごとに順次選択して、線順次走査するもので
ある。
【００３０】
　データドライバ４２３は、表示部２０の各画素Ｐｉｘへ、映像信号Ｓ１に基づく画素信
号を供給するものである。具体的には、データドライバ４２３は、映像信号Ｓ１に基づい
てＤ／Ａ（デジタル／アナログ）変換を行うことにより、アナログ信号である画素信号を
生成し、各画素Ｐｉｘへ供給するようになっている。
【００３１】
（液晶バリア３０およびバリア駆動部４３）
　液晶バリア３０は、後述する液晶素子を用いて構成された複数の開閉部（後述する開閉
部３１，３２）を有し、バックライト１０から射出して表示部２０を透過した光を透過ま
たは遮断する機能を有している。
【００３２】
　バリア駆動部４３は、制御部４０から供給されるバリア制御命令に基づいて、液晶バリ
ア３０を駆動（バリア駆動）するものである。
【００３３】
　図５は、液晶バリア３０の詳細構成を表したものであり、（Ａ）は平面構成（Ｘ－Ｙ平
面構成）を、（Ｂ）は断面構成（Ｙ－Ｚ断面構成）を示している。なお、この例では、液
晶バリア３０はノーマリーホワイト動作を行うものとする。つまり、液晶バリア３０は、
駆動されていない（駆動電圧が印加されていない）状態では光を透過するものとする。
【００３４】
　液晶バリア３０は、図５（Ａ）に示したように、各々が光バリア面（ここではＸ－Ｙ平
面）内で所定方向に沿って延在し、光を透過または遮断する複数の開閉部３１，３２を有
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している。具体的には、複数の開閉部３１，３２はそれぞれ、Ｙ軸方向（表示部２０にお
ける垂直ライン方向）に沿って延在する（Ｙ軸方向を長軸とする）矩形状となっており、
Ｘ軸方向（表示部２０における水平ライン方向）に沿って並んで配置されている。なお、
ここでは各開閉部３１，３２が表示部２０における垂直ライン方向に沿って延在している
が、これには限定されず、略垂直ライン方向に延在しているようにしてもよい。これらの
開閉部３１，３２は、立体表示装置１が通常表示（２次元表示）および立体視表示のどち
らを行うかにより、異なる動作を行う。具体的には、開閉部３１は、後述するように、立
体表示装置１が通常表示を行う際に開放状態（透過状態）になり、立体視表示を行う際に
は閉状態（遮断状態）となる。一方、開閉部３２は、後述するように、立体表示装置１が
通常表示を行う際に開放状態（透過状態）になり、立体視表示を行う際には時分割的に開
閉動作を行う。
【００３５】
　図６は、立体視表示時における液晶バリア３０の動作状態の一例を模式的に表したもの
である。このとき、上記したように、開閉部３１は閉状態（遮断状態）となっている一方
、開閉部３２は時分割的に開閉動作を行う。なお、図中において、閉状態となっている開
閉部３１の領域は斜線で示している。ここで、開閉部３２は、同じタイミングで開閉動作
を行う２つのグループ（グループＡ，Ｂ）を形成している。具体的には、開閉部３２は、
一のタイミングで開閉動作を行うグループＡに属する開閉部３２Ａと、他のタイミングで
開閉動作を行うグループＢに属する開閉部３２Ｂとからなる。バリア駆動部４３は、立体
視表示を行う際に、同じグループに属する複数の開閉部３２Ａ，３２Ｂがそれぞれ同じタ
イミングで開閉動作を行うように駆動する。具体的には、バリア駆動部４３は、後述する
ように、グループＡに属する複数の開閉部３２Ａと、グループＢに属する複数の開閉部３
２Ｂとを、時分割的に交互に開閉動作するように駆動する。
【００３６】
　この液晶バリア３０（における各開閉部３１，３２）は、図５（Ｂ）に示したように、
液晶素子を用いて構成されている。具体的には、液晶バリア３０は、透明基板３４１と、
この透明基板３４１に対向して配置された透明基板３４２と、透明基板３４１と透明基板
３４２との間に挿設された液晶層３５とを有している。透明基板３４１，３４２（一対の
基板）はそれぞれ、例えばガラスなどから構成されている。液晶層３５における液晶分子
（後述する液晶分子３５０）は、例えば、ＴＮ配列やホモジニアス配列（並行配列）とな
っている。
【００３７】
　透明基板３４１の液晶層３５側の面、および透明基板３４２の液晶層３５側の面には、
例えばＩＴＯ（Indium Tin Oxide）などからなる透明電極３７１，３７２がそれぞれ形成
されている。ここでは一例として、透明基板３４１上に形成された透明電極３７１は、各
開閉部３１，３２に共通して設けられた共通電極となっている。一方、透明基板３４２上
に形成された複数の透明電極３７２（複数の電極）は、複数の開閉部３１，３２に対応す
る位置に個別に設けられている。これらの透明電極３７２は、電気的に絶縁されるように
互いに離間して配置されているため、隣接する開閉部３１，３２間には、透明電極３７２
が設けられていない境界領域（後述する開閉部境界（電極間領域）３３）が存在している
。このような透明電極３７１，３７２および液晶層３５によって、複数の開閉部３１，３
２が構成されている。
【００３８】
　また、透明電極３７１の液晶層３５側の面、および透明電極３７２の液晶層３５側の面
には、液晶層３５における液晶分子３５０を所定方向に配向させるための配向膜３８１，
３８２がそれぞれ配設されている。具体的には、これらの配向膜３８１，３８２にはそれ
ぞれ、製造時に面内の所定方向に沿ってラビング処理が施されており、これにより電圧無
印加状態において、液晶分子３５０が基板面内（光バリア面内）の所定方向に配向するよ
うになっている。
【００３９】
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　一方、透明基板３４１の液晶層３５０とは反対側の面、および透明基板３４２の液晶層
３５とは反対側の面には、偏光板３６１，３６２がそれぞれ配設されている。なお、図示
していないが、図５（Ｂ）において、液晶バリア３０の右側（偏光板３６２の右側：Ｚ軸
の正方向）には、表示部２０およびバックライト１０が図２（Ｂ）に示した順に配置され
ている。すなわち、透明基板３４１、透明電極３７１、配向膜３８１および偏光板３６１
はそれぞれ観察者側（光出射側）に配置され、透明基板３４２、透明電極３７２、配向膜
３８２および偏光板３６２はそれぞれ表示部２０側（光入射側）に配置されている。
【００４０】
　ここで、液晶バリア３０における開閉部３１，３２の開閉動作は、表示部２０における
表示動作と同様である。すなわち、バックライト１０から射出し表示部２０を透過した光
は、偏光板３６２によって定められる方向の直線偏光となり、液晶層３５へ入射する。液
晶層３５では、透明電極３７１，３７２に供給された電位差に応じて、液晶分子３５０の
向きがある応答時間で変化する。このような液晶層３５に入射した光は、そのときの液晶
分子３５０の配向状態に応じて、その偏光状態が変化する。そして、液晶層３５を透過し
た光は偏光板３６１へ入射し、特定の偏光方向の光のみが通過する。このようにして、液
晶層３５において光の強度変調が行われるようになっている。
【００４１】
　このような構成により、ノーマリーホワイト動作の場合には、透明電極３７１，３７２
に電圧を印加してその電位差が大きくなると、液晶層３５における光の透過率が減少し、
開閉部３１，３２は遮断状態（閉状態）となる。一方、透明電極３７１，３７２間の電位
差が小さくなると、液晶層３５における光の透過率が増加し、開閉部３１，３２は透過状
態（開状態）となる。
【００４２】
　なお、この例では、液晶バリア３０はノーマリーホワイト動作を行うものとしたが、こ
れに限定されるものではなく、これに代えて、例えばノーマリーブラック動作を行うもの
であってもよい。この場合には、透明電極３７１，３７２間の電位差が大きくなると、開
閉部３１，３２は透過状態（開状態）となり、透明電極３７１，３７２間の電位差が小さ
くなると、開閉部３１，３２は遮断状態（閉状態）となる。なお、ノーマリーホワイト動
作とノーマリーブラック動作との選択は、例えば、偏光板と液晶配向とにより設定するこ
とができる。
【００４３】
　ここで、本実施の形態の液晶バリア３０では、液晶素子（液晶層３５）における液晶分
子３５０の電圧無印加状態での配向方向と、各開閉部３１，３２の延在方向（各透明電極
３７２の延在方向；以下同様）とが、光バリア面内（基板面内；以下同様）で互いに異な
っている（互いに所定の角度をなしている）。具体的には、例えば図７（Ａ）に模式的に
示したように、光バリア面（Ｘ－Ｙ平面）内での電圧無印加状態（ここでは透過状態）に
おける液晶分子３５０の配向方向が、各開閉部３１，３２の延在方向（ここではＹ軸方向
）と異なっている。換言すると、複数の開閉部３１，３２の配列方向（ここではＸ軸方向
）と液晶分子３５０の配向方向とがなす角度θが、図７（Ｂ）に示した比較例に係る液晶
バリア１０３とは異なり、９０°および２７０°とは異なる値となっている。すなわち、
θ≠９０°，２７０°（０°≦θ＜９０°，９０°＜θ≦２７０°，２７０°＜θ≦３６
０°（＝０°））となっている。なお、ここで言う「液晶分子３５０の配向方向」とは、
例えば液晶分子３５０がＴＮ配向（ねじれ配向）の場合、複数の開閉部３１，３２に対応
する複数の電極（ここでは複数の透明電極３７２）が設けられている側の配向膜（ここで
は配向膜３８２）上における配向方向（ラビング方向）を意味しており、以下同様である
。
【００４４】
　また、本実施の形態の液晶バリア３０では、例えば図７（Ｃ）に示したように、液晶分
子３５０の配向方向と各開閉部３１，３２の延在方向とが、光バリア面（Ｘ－Ｙ平面）内
において互いに略直交（ここでは直交）しているのが望ましい。換言すると、上記した複
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数の開閉部３１，３２の配列方向と液晶分子３５０の配向方向とがなす角度θ＝略０°（
これら配列方向および配向方向が互いに略平行）となっているのが望ましい（ここでは、
θ＝０°（互いに平行）となっている）。これにより、後述する開閉部境界３３における
光漏れをより効果的に低減することができるからである。
【００４５】
［立体表示装置１の作用・効果］
（１．表示動作）
　この立体表示装置１では、まず、制御部４０が、外部から供給される映像信号Ｓinに基
づいて、バックライト駆動部４１、表示駆動部４２およびバリア駆動部４３に対する制御
命令をそれぞれ生成して供給し、これらが互いに同期して動作するように制御する。次い
で、バックライト駆動部４１は、制御部４０から供給されるバックライト制御命令に基づ
いて、バックライト１０を駆動（発光駆動）する。バックライト１０は、表示部２０に対
して面発光した光を射出する。一方、表示駆動部４２は、制御部４０から供給される映像
信号Ｓ０に基づいて、表示部２０を駆動（表示駆動）する。表示部２０は、表示駆動部４
２から供給される表示制御信号に基づいてバックライト１０から射出した光を変調するこ
とにより、映像信号Ｓ０に基づく映像表示を行う。他方、バリア駆動部４３は、制御部４
０から供給されるバリア制御命令に基づいて、液晶バリア３０を駆動（バリア駆動）する
。液晶バリア３０は、上記のようにしてバックライト１０から射出して表示部２０を透過
した光を、開閉部３１，３２単位で透過または遮断する。
【００４６】
　ここで、図８および図９を参照して、立体表示装置１における立体視表示および通常表
示（２次元表示）について詳細に説明する。図８は、立体視表示および通常表示（２次元
表示）を行う際の液晶バリア３０の状態を、断面構造を用いて模式的に表すものである。
この図８において、（Ａ）は立体視表示を行う一状態（立体視表示１）を示し、（Ｂ）は
立体視表示を行う他の状態（立体視表示２）を示し、（Ｃ）は通常表示を行う状態（２次
元表示）を示す。なお、この例では、開閉部３２Ａ，３２Ｂがそれぞれ、表示部２０の６
つの画素Ｐｉｘに１つの割合で設けられているものとする。また、図８および図９では、
液晶バリア３０において、光が遮断される部分は斜線で示している。
【００４７】
　まず、通常表示（２次元表示）を行う場合には、液晶バリア３０では、図８（Ｃ）に示
したように、開閉部３１および開閉部３２（開閉部３２Ａ，３２Ｂ）はともに開状態（透
過状態）を維持する。これにより、観察者は、映像信号Ｓ０に基づいて表示部２０に表示
された通常の２次元映像をそのまま見ることができる。
【００４８】
　一方、立体視表示を行う場合には、液晶バリア３０では、図８（Ａ）および図８（Ｂ）
に示したように、開閉部３２（開閉部３２Ａ，３２Ｂ）が時分割的に開閉動作を行い、開
閉部３１が閉状態（遮断状態）を維持する。また、このとき表示部２０は、複数種類の視
点映像を、ここでは空間的および時間的に分割して表示する。
【００４９】
　具体的には、図８（Ａ）に示した立体視表示１のときは、開閉部３２Ａが開状態になる
と共に、開閉部３２Ｂが閉状態になる。表示部２０では、この開閉部３２Ａに対応した位
置に配置された互いに隣接する６つの画素Ｐｉｘが、映像信号Ｓ０に含まれる６つの視点
映像に対応する表示を行う。詳細には、例えば図９（Ａ）に示したように、表示部２０の
画素Ｐｉｘのそれぞれは、映像信号Ｓ０に含まれる６つの視点映像のそれぞれに対応する
画素情報Ｐ１～Ｐ６を表示する。このとき、表示部２０の各画素Ｐｉｘから出た光は、開
閉部３２Ａによりそれぞれ角度が制限されて出力される。観察者は、例えば左眼で画素情
報Ｐ３を、右眼で画素情報Ｐ４を見ることにより、立体的な映像を見ることができる。
【００５０】
　同様に、図８（Ｂ）に示した立体視表示２のときは、開閉部３２Ｂが開状態になると共
に、開閉部３２Ａが閉状態になる。表示部２０では、この開閉部３２Ｂに対応した位置に
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配置された互いに隣接する６つの画素Ｐｉｘが、映像信号ＳＢに含まれる６つの視点映像
に対応する表示を行う。詳細には、例えば図９（Ｂ）に示したように、表示部２０の画素
Ｐｉｘのそれぞれは、映像信号Ｓ０に含まれる６つの視点映像のそれぞれに対応する画素
情報Ｐ１～Ｐ６を表示する。このとき、表示部２０の各画素Ｐｉｘから出た光は、開閉部
３２Ｂによりそれぞれ角度が制限されて出力される。観察者は、例えば左眼で画素情報Ｐ
３を、右眼で画素情報Ｐ４を見ることにより、立体的な映像を見ることができる。
【００５１】
　このように、観察者は、左眼と右眼とで、画素情報Ｐ１～Ｐ６のうちの異なる画素情報
を見ることとなり、観察者は立体的な映像として感じることができる。また、開閉部３２
Ａと開閉部３２Ｂとを時分割的に交互に開放して映像を表示することにより、観察者は、
互いにずれた位置に表示される映像を平均化して見ることとなる。よって、立体表示装置
１では、開口部３２Ａのみをもつ場合と比べ、２倍の解像度を実現することが可能となる
。言い換えると、立体表示装置１の解像度は、２次元表示の場合と比べ、１／３（＝１／
６×２）で済むこととなる。
【００５２】
（２．液晶バリア３０の作用）
　次に、本発明の特徴的部分の１つである液晶バリア３０の作用について、比較例と比較
しつつ詳細に説明する。
【００５３】
（液晶バリア３０における液晶分子３５０の配向方向と光漏れとの関係）
　まず、従来の液晶バリアでは、上記した開閉部境界３３において、液晶分子３５０に対
して電圧を印加したときに斜め電界が発生すること等に起因して、この開閉部境界３３か
ら光漏れ（光り抜け）が生じてしまっていた。このような光漏れが生じると、黒表示時の
輝度が上昇してしまうことから、表示の際のコントラストが低下し、画質が劣化してしま
うことになる。
【００５４】
　そこで、本実施の形態の液晶バリア３０では、例えば図７（Ａ），（Ｃ）に示したよう
に、液晶分子３５０の電圧無印加状態での配向方向と、各開閉部３１，３２の延在方向と
が、光バリア面内で互いに異なっている（互いに所定の角度をなしている）。換言すると
、複数の開閉部３１，３２の配列方向（Ｘ軸方向）と液晶分子３５０の配向方向とがなす
角度θが、図７（Ｂ）に示した比較例に係る液晶バリア１０３とは異なり、９０°および
２７０°とは異なる値となっている。これにより液晶バリア３０では、開閉部３１，３２
同士の境界領域（開閉部境界３３）において、電圧印加時に斜め電界が発生したときに、
比較例の液晶バリア１０３と比べて液晶分子３５０の配向方向が変動しにくくなり、液晶
バリア１０３と比べて開閉部境界３３における光漏れが低減する。
【００５５】
　また、本実施の形態の液晶バリア３０では、図７（Ｃ）に示したように、液晶分子３５
０の配向方向と各開閉部３１，３２の延在方向とが、光バリア面内において互いに略直交
（ここでは直交）しているのが望ましい。換言すると、上記した複数の開閉部３１，３２
の配列方向と液晶分子３５０の配向方向とがなす角度θ＝略０°（これら配列方向および
配向方向が互いに略平行）となっているのが望ましい（ここでは、θ＝０°（互いに平行
）となっている）。このように構成した場合、開閉部境界３３において、電圧印加時に斜
め電界が発生したときに液晶分子３５０の配向方向がより変動しにくくなり、開閉部境界
３３における光漏れが更に（より効果的に）低減する（もしくは回避される）。
【００５６】
　ここで、図１０は、液晶バリア３０における液晶分子３５０の配向方向と光漏れとの関
係の一例を表したものであり、液晶分子３５０がホモジニアス配向（並行配向）となって
いる場合の例に対応している。この図１０において、（Ａ）は上記したθ＝０°のときの
実施例を、（Ｂ）はθ＝４５°のときの実施例を、（Ｃ）はθ＝９０°のとき（比較例）
を、それぞれ示している。また、図１０（Ａ）～（Ｃ）のそれぞれについて、液晶分子３
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５０の配向方向を表す模式図、透明電極３７１，３７２間に０Ｖの電圧（光透過時の電圧
）を印加したとき（電圧無印加時）の液晶分子３５０の配向状態のシミュレーション図、
透明電極３７１，３７２間に７Ｖの電圧（ここでは光遮断時の電圧）を印加したときの液
晶分子３５０の配向状態のシミュレーション図、を上から順に示している。なお、液晶分
子３５０の配向方向を表す模式図中に示した矢印は、偏光板３６１，３６２における偏光
透過軸の方向を示している。
【００５７】
　この図１０により、比較例に係る図１０（Ｃ）（θ＝９０°）では、開閉部境界３３に
おいて、７Ｖ電圧印加時に、発生した斜め電界の向きに起因して、０Ｖ印加時から液晶分
子３５０の配向方向が大きく変動（ツイスト，ねじれ）していることが分かる。このため
、この比較例では、図１０（Ｃ）中の符号Ｇ１２で示したように、開閉部境界３３から多
量の光漏れ（光り抜け）が生じてしまっている。これに対して、本実施の形態の実施例に
係る図１０（Ａ），（Ｂ）（θ＝０°，４５°）では、開閉部境界３３において、７Ｖ印
加時に斜め電界が発生したときに、上記比較例と比べて液晶分子３５０の配向方向が、０
Ｖ印加時から変動しにくくなっている。特に、図１０（Ａ）に示したθ＝０°の場合には
、開閉部境界３３において、７Ｖ印加時に斜め電界が発生したときに、液晶分子３５０の
配向方向が、０Ｖ印加時から（ほとんど）変動していない。したがって、図１０（Ｂ）に
示した実施例では、図中の符号Ｇ１１で示したように、上記比較例と比べて開閉部境界３
３における光漏れが低減していることが分かる。また、図１０（Ａ）に示した実施例では
、開閉部境界３３において光漏れが生じていない（回避されている）ことが分かる。
【００５８】
　続いて、図１１は、液晶バリア３０における液晶分子３５０の配向方向と光漏れとの関
係の他の例を表したものであり、液晶分子３５０がＴＮ配向となっている場合の例に対応
している。この図１１において、（Ａ）は上記したθ＝０°のときの実施例を、（Ｂ）は
θ＝４５°のときの実施例を、（Ｃ）はθ＝９０°のとき（比較例）を、（Ｄ）はθ＝１
３５°のときの実施例を、それぞれ示している。また、図１１（Ａ）～（Ｄ）のそれぞれ
について、図１０と同様に、透明電極３７１，３７２間に０Ｖの電圧（光透過時の電圧）
を印加したときの液晶分子３５０の配向状態のシミュレーション図、透明電極３７１，３
７２間に７Ｖの電圧（ここでは、光遮断時の電圧）を印加したときの液晶分子３５０の配
向状態のシミュレーション図、を上から順に示している。なお、ＴＮ配向の場合には、図
１１から分かるように、液晶層３５の厚み方向の位置に応じて液晶分子３５０の配向方向
が変化している。具体的には、例えば図１１（Ａ）に示した実施例においては、透明電極
３７２との界面付近ではθ＝０°程度、厚み中心（セル厚中心）付近ではθ＝－４５°程
度、透明電極３７２の対向側（透明電極３７１側）の界面付近ではθ＝－９０°程度とな
っている。したがって、前述したように、「液晶分子３５０の配向方向」を透明電極３７
２側の配向方向として規定しているため、このＴＮ配向の場合、前述した角度θとしても
、透明電極３７２側における角度θを用いて実施例および比較例を規定するものとする。
【００５９】
　この図１１により、比較例に係る図１１（Ｃ）（θ＝９０°）では、開閉部境界３３に
おいて、７Ｖ電圧印加時に、発生した斜め電界の向きに起因して、０Ｖ印加時から液晶分
子３５０の配向方向が大きく変動（回転）していることが分かる。このため、この比較例
では、図１１（Ｃ）中の符号Ｇ２３で示したように、開閉部境界３３から多量の光漏れ（
光り抜け）が生じてしまっている。これに対して、本実施の形態の実施例に係る図１１（
Ａ），（Ｂ），（Ｄ）（θ＝０°，４５°，１３５°）では、開閉部境界３３において、
７Ｖ印加時に斜め電界が発生したときに、上記比較例と比べて液晶分子３５０の配向方向
が、０Ｖ印加時から変動しにくくなっている。特に、図１１（Ａ）に示したθ＝０°の場
合には、開閉部境界３３において、７Ｖ印加時に斜め電界が発生したときに、液晶分子３
５０の配向方向が、０Ｖ印加時から（ほとんど）変動していない。したがって、図１１（
Ｂ），（Ｄ）に示した実施例では、図中の符号Ｇ２２，Ｇ２４で示したように、上記比較
例と比べて開閉部境界３３における光漏れが低減していることが分かる。また、図１１（
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Ａ）に示した実施例では、図中の符号Ｇ２１で示したように、開閉部境界３３における光
漏れが更に低減していることが分かる。更に、図１１（Ｂ），（Ｄ）に示した実施例同士
を比較すると、図１１（Ｂ）に示した実施例（θ＝４５°）と比べて、図１１（Ｄ）に示
した実施例（θ＝１３５°）のほうが、開閉部境界３３における光漏れ量がより少なくな
っていることが分かる。これは、上記したセル厚中心での液晶分子３５０の配向方向につ
いて着目すると、図１１（Ｂ）に示した実施例ではセル厚中心においてθ＝０°となって
いるのに対し、図１１（Ｄ）に示した実施例ではセル厚中心においてθ＝９０°となって
いることに起因する。すなわち、ここでは偏光板３６１，３６２における偏光透過軸Ａｐ
ｏのなす方向がθ＝±４５°となっていることから、このセル厚中心における液晶分子３
５０の配向方向は、ツイスト状態であったほうが望ましいためである。これにより、図１
１に示したＴＮ配向の場合、４５°≦θ≦９０°付近と比べて１３５°≦θ≦１８０°（
０°）付近のほうが、光漏れが少なくなっている。
【００６０】
（表示部２０および液晶バリア３０における各偏光板の偏光透過軸・吸収軸の配置）
　本実施の形態の液晶バリア３０では、また、液晶分子３５０の配向方向が、表示部２０
における水平ライン方向（ここではＸ軸方向）または垂直ライン方向（ここではＹ軸方向
）と、略同一（好ましくは同一）であることが望ましい。そのように構成した場合、以下
説明するように、表示部２０における偏光透過軸の方向との兼ね合いにより、立体表示装
置全体として、または液晶バリアにおいて、構成する部材を削減する（不要とする）こと
ができ、低コスト化（小型化・薄型化）を図ることが可能となる。
【００６１】
　具体的には、まず、液晶バリア３０の液晶層３５における液晶分子３５０の配向方向が
、表示部２０における水平ライン方向（Ｘ軸方向）および垂直ライン方向（Ｙ軸方向）の
いずれとも異なっている場合、例えば図１２（Ａ）に示したように、輝度低下を抑制する
ためにλ／２板１１を設ける必要が生じる。すなわち、図中に示したように、液晶層２１
を有する表示部２０（液晶表示部）における一対の偏光板２２１，２２２では、一般に、
偏光透過軸Ａｐｏ（実線）および吸収軸Ａａｂ（破線）の方向は、水平ライン方向または
垂直ライン方向となっている。具体的には、光入射側の偏光板２２２では、偏光透過軸Ａ
ｐｏが水平ライン方向（Ｘ軸方向）、吸収軸Ａａｂが垂直ライン方向（Ｙ軸方向）となっ
ている。一方、光出射側の偏光板２２１では逆に、偏光透過軸Ａｐｏが垂直ライン方向（
Ｙ軸方向）、吸収軸Ａａｂが水平ライン方向（Ｘ軸方向）となっている。このことから、
液晶層３５における液晶分子３５０の配向方向を上記のように設定した場合、これに伴っ
て、液晶バリア３０の一対の偏光板３６１，３６２における偏光透過軸Ａｐｏおよび吸収
軸Ａａｂの方向もそれぞれ、以下のようになる。つまり、図中に示したように、偏光板３
６１，３６２における偏光透過軸Ａｐｏおよび吸収軸Ａａｂの方向もそれぞれ、水平ライ
ン方向（Ｘ軸方向）および垂直ライン方向（Ｙ軸方向）に対して角度を持たせる必要が生
じる。したがって、この場合、上記したように、立体表示装置全体として表示部２０と液
晶バリア３０との間にλ／２板１１を設け、偏光板２２１から出射した光の偏光方向を回
転させて偏光板３６２へ入射させる必要が生じてしまう。
【００６２】
　これに対して、液晶バリア３０の液晶層３５における液晶分子３５０の配向方向が、表
示部２０における水平ライン方向（Ｘ軸方向）または垂直ライン方向（Ｙ軸方向）と略同
一（同一）である場合、例えば図１２（Ｂ），（Ｃ）に示したように、λ／２板１１を設
ける必要がなくなる。具体的には、図１２（Ｂ）に示した例では、偏光板２２１と偏光板
３６２との間で、偏光透過軸Ａｐｏおよび吸収軸Ａａｂの方向がそれぞれ互いに同一とな
っているため、上記したλ／２板１１が不要となっている。したがって、図１２（Ａ）に
示した例と比べてこのλ／２板１１の分、低コスト化（小型化・薄型化）を図ることが可
能となっている。
【００６３】
　一方、図１２（Ｃ）に示した例では、まず、図１２（Ａ），（Ｂ）に示した例に対して
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、偏光板２２１，２２２における偏光透過軸Ａｐｏおよび吸収軸Ａａｂの方向がそれぞれ
、９０°回転したものとなっている。具体的には、偏光板２２２では、偏光透過軸Ａｐｏ
（実線）が垂直ライン方向（Ｙ軸方向）、吸収軸Ａａｂ（破線）が水平ライン方向（Ｘ軸
方向）となっている。一方、偏光板２２１では逆に、偏光透過軸Ａｐｏが水平ライン方向
（Ｘ軸方向）、吸収軸Ａａｂが垂直ライン方向（Ｙ軸方向）となっている。したがって、
この場合の液晶バリア３０Ａでは、光入射側の偏光板３６２が不要となると共に、光出射
側の偏光板３６１における偏光透過軸Ａｐｏおよび吸収軸Ａａｂの方向がそれぞれ、液晶
バリア３０での偏光板３６１に対して９０°回転したものとなっている。したがって、図
１２（Ｂ）に示した例と比べて、この偏光板３６２の分、更に低コスト化（小型化・薄型
化）を図ることが可能となっている。
【００６４】
　以上のように本実施の形態では、液晶バリア３０において、液晶素子における液晶分子
３５０の電圧無印加状態での配向方向と各開閉部３１，３２の延在方向とが、光バリア面
内で互いに異なっているようにしたので、開閉部境界３３において、電圧印加時に液晶分
子３５０の配向方向を変動しにくくすることができる。よって、開閉部境界３３における
光漏れを低減することが可能となり、表示の際のコントラスト（液晶バリア３０における
コントラスト）を向上させて高画質化を図ることが可能となる。
【００６５】
＜第２の実施の形態＞
　続いて、本発明の第２の実施の形態について説明する。なお、上記第１の実施の形態に
おける構成要素と同一のものには同一の符号を付し、適宜説明を省略する。
【００６６】
［液晶バリア３０Ｂ，３０Ｃ，３０Ｄの構成］
　図１３は、本実施の形態の立体表示装置における液晶バリア（液晶バリア３０Ｂ，３０
Ｃ，３０Ｄ）の平面構成例を表したものである。本実施の形態の液晶バリア３０Ｂ，３０
Ｃ，３０Ｄでは、上記第１の実施の形態の液晶バリア３０とは異なり、開閉部３１，３２
の延在方向が、表示部２０における水平ライン方向（Ｘ軸方向）および垂直ライン方向（
Ｙ軸方向）のいずれとも異なる斜め方向となっている。なお、立体表示装置における他の
構成（表示部２０およびバックライト１０の構成）は、上記第１の実施の形態と同様とな
っている。
【００６７】
　具体的には、図１３（Ａ），（Ｂ）に示した液晶バリア３０Ｂ，３０Ｃでは、矩形状の
複数の開閉部３１，３２がそれぞれ、光バリア面（Ｘ－Ｙ平面）内において斜め方向に延
在している（斜めバリア形式となっている）。詳細には、図１３（Ａ）に示した液晶バリ
ア３０Ｂでは、光バリア面内において、各開閉部３１，３２が観察者側から見て右斜め方
向に延在している。また、図１３（Ｂ）に示した液晶バリア３０Ｄでは逆に、光バリア面
内において、各開閉部３１，３２が観察者側から見て左斜め方向に延在している。
【００６８】
　一方、図１３（Ｃ）に示した液晶バリア３０Ｄでは、複数の開閉部３１，３２がそれぞ
れ、光バリア面（Ｘ－Ｙ平面）内において、全体としてステップ状（階段状）で斜め方向
に延在している（ステップバリア形式となっている）。なお、このステップバリア形式の
例では、観察者側から見て右斜め方向に延在しているが、逆に、観察者側から見て左斜め
方向に延在しているようにしてもよい。
【００６９】
　続いて、図１４は、液晶バリア３０Ｂ，３０Ｃにおける開閉部３１，３２の構成例を、
表示部２０における画素構造例とともに平面図（Ｘ－Ｙ平面図）で模式的に表したもので
ある。
【００７０】
　まず、図１４（Ａ），（Ｂ）に示した例では、右斜め方向または左斜め方向に延在する
開閉部３２内において、赤色画素Ｐｉｘｒ、緑色画素Ｐｉｘｇおよび青色画素Ｐｉｘｂが
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順に、観察者側から斜め方向に沿って連続して見えるようになっている。一方、図１４（
Ｃ）に示した例では、右斜め方向に延在する開閉部３２内において、赤色画素Ｐｉｘｒ、
緑色画素Ｐｉｘｇおよび青色画素Ｐｉｘｂが順に、観察者側から斜め方向に沿って不連続
に（とびとびに）見えるようになっている。ただし、表示部２０における赤色画素Ｐｉｘ
ｒ、緑色画素Ｐｉｘｇおよび青色画素Ｐｉｘｂの配置構成や、液晶バリア３０Ｂ，３０Ｃ
等における開閉部３１，３２の配置構成は、これらの例には限られず、他の配置構成とし
てもよい。
【００７１】
　ここで、本実施の形態の液晶バリア３０Ｂ，３０Ｃ等においても、第１の実施の形態の
液晶バリア３０と同様に、液晶分子３５０の電圧無印加状態での配向方向と、各開閉部３
１，３２の延在方向とが、光バリア面内で互いに異なっている（互いに所定の角度をなし
ている）。換言すると、例えば図１５（Ａ），（Ｂ）に示した液晶バリア３０Ｂ，３０Ｃ
のように、複数の開閉部３１，３２の配列方向（斜め方向）と液晶分子３５０の配向方向
とがなす角度θが、９０°および２７０°とは異なる値となっている。なお、これらの図
において、角度φは、表示部２０における水平ライン方向（ここではＸ軸方向）と、液晶
分子３５０の電圧無印加状態での配向方向とがなす角度を表している。また、角度αは、
表示部２０における水平ライン方向（Ｘ軸方向）と、各開閉部３１，３２（各透明電極３
７２）の延在方向（斜め方向）とがなす角度を表しており、一例として、ｔａｎα＝３を
満たす角度（α≒７１．５６５１°）が挙げられる。
【００７２】
　また、本実施の形態の液晶バリア３０Ｂ，３０Ｃ等では、液晶分子３５０がＴＮ配向と
なっている場合には、以下のように構成されているのが望ましい。すなわち、表示部２０
における垂直ライン方向（ここではＹ軸方向）を基準として各開閉部３１，３２の延在方
向（斜め方向）がなす角度方向と、光出射側（観察者側）から見たときの液晶分子３５０
のねじれ方向とが、互いに同じ向き（回転方向）となっているのが望ましい。
【００７３】
　具体的には、図１５（Ａ）に示した液晶バリア３０Ｂでは、上記した各開閉部３１，３
２の延在方向（右斜め方向）がなす角度方向は右回り方向であるため、光出射側から見た
ときの液晶分子３５０のねじれ方向も右回り方向であることが望ましい。すなわち、例え
ば図１６（Ａ）に示したように、液晶分子３５０が右ねじれの配向方向であることが望ま
しい。一方、図１５（Ｂ）に示した液晶バリア３０Ｃでは、上記した各開閉部３１，３２
の延在方向（左斜め方向）がなす角度方向は左回り方向であるため、光出射側から見たと
きの液晶分子３５０のねじれ方向も左回り方向であることが望ましい。すなわち、例えば
図１６（Ｂ）に示したように、液晶分子３５０が左ねじれの配向方向であることが望まし
い。なお、図１６（Ａ），（Ｂ）における配向膜３８１，３８２中に示した矢印は、製造
時のラビング方向を表している。
【００７４】
［液晶バリア３０Ｂ，３０Ｃ等の作用］
　本実施の形態の液晶バリア３０Ｂ，３０Ｃ等においても、上記したように、液晶分子３
５０の電圧無印加状態での配向方向と、各開閉部３１，３２の延在方向とが、光バリア面
内で互いに異なっている（互いに所定の角度をなしている）。これにより液晶バリア３０
と同様に、開閉部３１，３２同士の境界領域（開閉部境界３３）において、電圧印加時に
斜め電界が発生したときに液晶分子３５０の配向方向が変動しにくくなり、開閉部境界３
３における光漏れが低減する。
【００７５】
　また、液晶分子３５０がＴＮ配向となっている場合において、表示部２０における垂直
ライン方向を基準として各開閉部３１，３２の延在方向（斜め方向）がなす角度方向と、
光出射側から見たときの液晶分子３５０のねじれ方向とが互いに同じ向き（回転方向）と
なっている場合には、以下の作用が生じる。すなわち、以下の理由により、開閉部境界３
３における光漏れが更に低減する。具体的には、上記第１の実施の形態で説明したように
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、ＴＮ配向の場合、セル厚中心における液晶分子３５０の配向方向は、横電界の影響を受
けてツイスト状態であったほうが望ましいためである。これにより、以下説明するＴＮ配
向についての実施例（図１７～図１９）においても、４５°≦θ≦９０°付近と比べて１
３５°≦θ≦１８０°（０°）付近のほうが、光漏れが少なくなっている。
【００７６】
　ここで、図１７は、液晶バリア３０Ｂ，３０Ｃにおける液晶分子３５０の配向方向と画
面内の各位置における透過率との関係の一例を表したものであり、（Ａ）は液晶分子３５
０が上記した左ねじれ配列である場合を、（Ｂ）は上記した右ねじれ配列である場合を、
それぞれ示している。
【００７７】
　また、図１８は、液晶バリア３０Ｂにおける液晶分子３５０の配向方向と光漏れ量との
関係の一例を表したものであり、図１９は、液晶バリア３０Ｃにおける液晶分子３５０の
配向方向と光漏れ量との関係の一例を表したものである。これらの図１８および図１９に
おいて、（Ａ）は液晶分子３５０が上記した左ねじれ配列である場合を、（Ｂ）は上記し
た右ねじれ配列である場合を、それぞれ示している。
【００７８】
　これらの図１７～図１９により、比較例に係るθ＝９０°，－９０°のときには、開閉
部境界３３から多量の光漏れ（光り抜け）が生じてしまっていることが分かる。これに対
して、本実施の形態の実施例に係るθ＝０°，１３５°等（θ≠９０°，－９０°）のと
きには、上記比較例と比べて開閉部境界３３における光漏れが低減していることが分かる
。また、特にθ＝０°（１８０°）のときには、開閉部境界３３における光漏れが更に低
減していることが分かる。更に、表示部２０における垂直ライン方向を基準として各開閉
部３１，３２の延在方向（斜め方向）がなす角度方向と、光出射側から見たときの液晶分
子３５０のねじれ方向とが互いに同じ向き（回転方向）となっている場合には、開閉部境
界３３における光漏れがより一層低減していることが分かる。具体的には、図１８に示し
た液晶バリア３０Ｃでは、液晶分子３５０が右ねじれ配列である場合のほうが左ねじれ配
列である場合よりも、逆に図１９に示した液晶バリア３０Ｃでは、液晶分子３５０が左ね
じれ配列である場合のほうが右ねじれ配列である場合よりも、光漏れがより一層低減して
いる。
【００７９】
　以上のように本実施の形態においても、上記第１の実施の形態と同様の作用により同様
の効果を得ることが可能である。すなわち、開閉部境界３３における光漏れを低減するこ
とが可能となり、表示の際のコントラストを向上させて高画質化を図ることが可能となる
。
【００８０】
＜変形例＞
　続いて、上記第１および第２の実施の形態に共通の変形例について説明する。なお、こ
れらの実施の形態における構成要素と同一のものには同一の符号を付し、適宜説明を省略
する。
【００８１】
　図２０は、本変形例に係る立体表示装置（立体表示装置１Ａ）の全体構成を、分解斜視
図（図２０（Ａ））および側面図（Ｙ－Ｚ側面図：図２０（Ｂ））でそれぞれ表わしたも
のである。
【００８２】
　本変形例の立体表示装置１Ａでは、上記実施の形態の立体表示装置１とは異なり、Ｚ軸
方向に沿って、バックライト１０、液晶バリア３０および表示部２０がこの順に配置され
ている。つまり、バックライト１０から射出した光は、液晶バリア３０および表示部２０
をこの順に介して、観察者に届くようになっている。
【００８３】
　具体的には、この立体表示装置１Ａでは、例えば図２１（Ａ）（立体視表示１）および
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光は、まず液晶バリア３０へ入射する。そして、その光のうち、開閉部３２Ａ，３２Ｂを
透過した光が表示部２０において変調されるとともに、６つの視点映像を出力する。
【００８４】
　このような構成の立体表示装置１Ａにおいても、上記実施の形態と同様の作用により同
様の効果を得ることが可能である。
【００８５】
＜その他の変形例＞
　以上、実施の形態および変形例を挙げて本発明を説明したが、本発明はこれらの実施の
形態等に限定されず、種々の変形が可能である。
【００８６】
　例えば、上記実施の形態等では、映像信号Ｓ０が６つの視点映像を含む場合について説
明したが、これに限定されるものではなく、例えば、５つ以下の視点映像や、７つ以上の
視点映像を含むようにしてもよい。
【００８７】
　また、上記実施の形態等では、液晶バリアにおける液晶分子の配向方向および開閉部の
延在方向（各透明電極３７２の延在方向）の例を具体的に挙げて説明したが、これらの方
向およびその組み合わせについては、上記実施の形態等で説明したものには限られない。
【００８８】
　更に、上記実施の形態等では、開閉部３２Ａと開閉部３２Ｂとを時分割的に交互に開放
して映像を表示する場合について説明したが、この場合には限られず、表示部が複数種類
の視点映像を、空間的にのみ分割して表示するようにしてもよい。
【００８９】
　加えて、上記実施の形態等では、表示部２０が液晶表示部であると共に光源部としての
バックライト１０を設けた場合について説明したが、この場合には限られない。すなわち
、これら表示部２０およびバックライト１０の代わりに、他の方式の表示部（例えば、有
機ＥＬ（Electro Luminescence）ディスプレイやＰＤＰ（Plasma Display Panel）などの
自発光型の表示部等）を設けるようにしてもよい。
【符号の説明】
【００９０】
　１，１Ａ…立体表示装置、１０…バックライト、１１…λ／２板、２０…表示部、２１
…液晶層、２２１，２２２…偏光板、３０，３０Ａ，３０Ｂ，３０Ｃ，３０Ｄ…液晶バリ
ア、３１，３２，３２Ａ，３２Ｂ…開閉部、３３…開閉部境界（電極間領域）、３４１，
３４２…透明基板、３５…液晶層、３５０…液晶分子、３６１，３６２…偏光板、３７１
，３７２…透明電極、３８１，３８２…配向膜、４０…制御部、４１…バックライト駆動
部、４２…表示駆動部、４２１…タイミング制御部、４２２…ゲートドライバ、４２３…
データドライバ、４３…バリア駆動部、Ｓin，Ｓ０，Ｓ１…映像信号、Ｐｉｘ…画素、Ｐ
ｉｘｒ…赤色画素、Ｐｉｘｇ…緑色画素、Ｐｉｘｂ…青色画素、Ｇ…ゲート線、Ｄ…デー
タ線、Ｃｓ…保持容量線、ＬＣ…液晶素子、Ｔｒ…ＴＦＴ素子、Ｃ…保持容量素子、Ａ，
Ｂ…グループ、Ｐ１～Ｐ６…画素情報、Ａpo…偏光透過軸、Ａab…吸収軸。



(18) JP 2012-37808 A 2012.2.23

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】

【図５】



(19) JP 2012-37808 A 2012.2.23

【図６】 【図７】

【図８】 【図９】



(20) JP 2012-37808 A 2012.2.23

【図１０】 【図１１】

【図１２】 【図１３】



(21) JP 2012-37808 A 2012.2.23

【図１４】 【図１５】

【図１６】 【図１７】



(22) JP 2012-37808 A 2012.2.23

【図１８】 【図１９】

【図２０】 【図２１】



(23) JP 2012-37808 A 2012.2.23

10

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）
   Ｇ０３Ｂ  35/24     (2006.01)           Ｇ０３Ｂ  35/24    　　　　          ５Ｃ０６１

Ｆターム(参考) 2H059 AA23  AA38  AB13 
　　　　 　　  2H088 EA06  EA07  HA28  JA05 
　　　　 　　  2H191 HA06  MA01 
　　　　 　　  2H199 BA09  BB08  BB43 
　　　　 　　  5C061 AA06  AA08  AB17 



专利名称(译) <无法获取翻译>

公开(公告)号 JP2012037808A5 公开(公告)日 2013-08-08

申请号 JP2010179557 申请日 2010-08-10

[标]申请(专利权)人(译) 索尼公司

申请(专利权)人(译) 索尼公司

[标]发明人 井ノ上雄一

发明人 井ノ上 雄一

IPC分类号 G02F1/13 G02B27/22 G02F1/1335 H04N13/04 G02B5/00 G03B35/24

CPC分类号 G02B30/27 G09G3/003 G09G3/3611 G09G2300/023 G09G2320/0238 G09G2320/068 H04N13/31 
H04N13/317 H04N13/351 H04N13/356

FI分类号 G02F1/13.505 G02B27/22 G02F1/1335 H04N13/04 G02B5/00.B G03B35/24

F-TERM分类号 2H042/AA04 2H042/AA10 2H042/AA26 2H059/AA23 2H059/AA38 2H059/AB13 2H088/EA06 2H088
/EA07 2H088/HA28 2H088/JA05 2H191/HA06 2H191/MA01 2H199/BA09 2H199/BB08 2H199/BB43 
5C061/AA06 5C061/AA08 5C061/AB17 2H291/HA06 2H291/MA01

其他公开文献 JP2012037808A

摘要(译)

解决方案：提供能够减少开/闭部分边界（电极之间的区域）中的光泄漏
的液晶屏障器件和立体显示设备。解决方案：液晶屏障30由以下构成：
使用液晶元件，并且包括沿着规定方向在遮光面（XY平面）中延伸的多
个开/关部31,32。在电压非施加状态下的液晶元件的液晶分子350的取向
方向和每个开闭部31,32的延伸方向（Y轴方向）在遮光面上彼此不同。
在相互打开/关闭部分31,32的边界区域（开/关部分边界（电极之间的区
域）33）中，当施加电压时液晶分子350的配向方向几乎不变，并且在施
加电压时，液晶屏障30改善。
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